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わが国における家計の消費行動
嶋　村　紘　輝
は　じ　め　　に
　日本経済の消費構造については，1970年代の中頃以降，とくに第1次石油シ
ョックを契機として著しい変化が現れ，従来型の消費関数では家計の消費行動
はよく説明できない，という認識が一般的に広まっている。そのためか，最近
ふたたび，日本経済の消費・貯蓄にかんし，理論と実証の両面から活発な研究
が行われるようになってきた。
　本稿の主たる目的は，これまで提唱されてきた代表的な消費関数によって，
わが国家計の消費行動をどれだけ解明できるのかを検証することにあ乱具体
的には，従来型の消費関数の推定と吟味，消費行動にかんする構造変化の可能
性の検定，イソフレーショソの消費支出に与える影響の検出など，消費関数の
計量経済学的分析を通じて，各種の消費関数の日本経済における妥当性を調べ，
実際にどの消費仮説が有効なのかそれとも無効なのかを明らかにすることに，
当研究の狙いがある。
　以下，まず第I節で，本稿の分析に利用する7種の消費関数について簡単な
解説を行う。これら消費関数は，おのおの，絶対所得仮説，恒常所得仮説，習
慣形成仮説，流動資産仮説，ライ7・サイクル仮説，相対所得仮説・ハウタッ
カー・テイラーの理論にもとづくもので，様々な消費関数の中でも，極めて重
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要かつ標準的と思われるタイプである。第］I節においては，上言己の消費関数を
r国民経済計算」の年次データによって推定し，結果を吟味する。推定方法は
原則的には通常最小2乗法（OLS）を用いるが，OLSでは自己相関の存在が
間題となる消費関数に対しては，再度，一般化最小2乗法（GLS）の適用によ
り推定を行う。次に，第皿節では，第皿節と同様の分析をr家計調査」のデー
タをべ一スにLて展開する。
　さらに，第V節において，各種の消費関数にもとづき，第1次石油ショック
を境にして，家計部門の消費行動に構造変化がみられるかどうかを検定するた
め，ChOw－Fisherテストを実施する。また，第y節では，消費行動はイソフ
レーション（あるいは，インフレ期待）によってどんな影響を受げるかを探る
べく，イソフレ指標をいくつかの消費関数の説明変数に加えて検討する。
I　従来型の消費関数
　本格的な消費行動の考察に入る前に，この節では，以下の分析で使用する消
費関数の型および特色を，ごく手短に述べておこう。従来より，マクロ経済の
消費・貯蓄の決定にかんしては数多くの仮説が提示されてきたが，その中から，
一般によく知られている代表的な7つのタイプを敢り上げることにしたい。ω
なお，いずれの消費関数も単純な線型であるものと仮定する。また，添字まは
期聞を示し，係数βはすべて定数とする。
1、絶対所得仮説（ケインズ型消費関数）
　J・M．Keynes（1936）によれぱ，所得と消費との間には次のような関係があ
乱④消費支出は主としてその期の所得に依存して決まる。⑮限界消費性向は
（1）消費関数をめぐる一逢の研究を展望するには，篠原（1958），小泉・建元（1972，
　第5章），Branson（1972，chapter10ならびに訳書の同章補論），溝P（1980），蓑
　谷（1983）などがとくに参考になろう。
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正で，1よりも小さい。◎平均消費性向は所得の水準が高まるにつれて低下す
る。したがって，マク目経済の可処分所得をγ消費支出をCで表せぱ，推
定に用いられるケイソズ型消費関数は
　　（1）CF紬十β・K＋勿　μ＞O，1＞β・＞0
という形で書ける。ただし，θエは誤差項を表す。
2．恒常所得仮説
　今期の消費は今顛の所得に依存するとみなす絶対所得仮説に対Lて，M．
Friedman（1957）は，家計の消費計画は長期的な視野にたって決められると
考える。つまり，消費決意はその時々の所得というより，自己の総資力から将
来にわたって期待される平均的所得一垣常所得一に左右されるとす孔この場
合，恒常所得をγP，実際に観測された消費をCで示せぱ，両者の間には
　　　　C。＝尾W
のような比例的関係があるとみてよい。だが，恒常所得は実際には観測できな
い。そこで，垣常所得がr適応的期待」の過程にしたがって形成されると想定
すれぱ，
　　　　〕r8一〕ぐ；＝1＝λ（｝㌔一γえ1）　　　0≦λ≦1
を得る。ここで，γは実際に観測された所得，λは固定的な期待調整係数であ
る。さらに，ラグ演算子工を使うと，恒常所得は
　　　　　　　　　λ　　　　γ8二　　　　　　γ1　　　　　　　1一（1－2）工
と示せる。これを上記の実際消費と恒常所得との関係式に代入し整理すると，
　　　　α…〃y；十（1一λ）α一1
が導げる。あるいは，係数の表示を簡潔にして誤差項を付け加えると，恒常所
得仮説による消費関数は
　　（2）　C’＝β1〕‘’十β2C＝一1＋θ‘
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と表すことができる。なお，垣常所得仮説の場合には，短期の隈界消費性向は
棚＝β・，また長期の限界消費性向および平均消費性向は尾＝β・／（1一β呈）で与え
られる。
3．習慣形成仮説（ブラウン型消費関数）
　T．M．Brown（1952）は，消費考の行動は過去の所得水準のもとで形成され
た消費習憤にも影響されるという点を強調する。いま，今期の消費支出Cはす
べての遇去の可処分所得γに依存するが，消費習慣の影響力は過去にさかの
ぽるにつれ，一定の比率2（O＜λ＜1）で減少することを仮定すれぱ，
　　　　C工＝αo＋αK＋λαγ‘一1＋22αγ工＿2＋・…・・
という消費関数が得られる。この関数はま一1期についても成立するから，そ
れに2をかげると
　　　　2α＿1＝λαo＋λαK一ユ十12αK＿里十・…・・
になる。それゆえ，上式からこの式を辺々引いて移項L，誤差項を付けれぱ
　　（3）　Ct＝（1一λ）αo＋αy≡十20主＿1＋勿
が求められる。このブラウン型消費関数は前述の垣常所得仮説と形式的には同
じで，（2）式の消費関数に定数項を付げ加えたものにほかたらない。｛2〕以上の
（3）式より，短期の限界消費性向はα，長期のそれはα／（1一λ）であること
がわかる。
4．流動資産仮説
　消費性向の長期安定性を説明するため，ケインズ型消費関数を支持しつつ，
流動資産（現金，預・貯金など）の役割に注目するのはJ．Tobin（1951）で
（2）そのため，計測目的からすれば，（3）式を垣常所得仮説による消費関数と解釈するこ
　とも可能である。たとえば，Kuh　and　SchmaIensee（1973，chapter3），小峰（1980，
　第3章）をみよ。
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ある。他の事情が同じならぱ，流動資産の増加は貯蓄意欲を抑制し，消費意欲
を刺激すると考え，
　　（4）　C＝＝βo＋β1〕㌻十β里ノ1＝一ユ十θ工
という型の消費関数を提起する。ここで，μ〉0，0＜β。く1，β。〉0が前提され，
ん一・は前期末ないL今期首の流動資産を表す。（4）式において，時系列的に，
〃γ項の低下が〃γ項の上昇によってちょうど相殺されるならぱ，消費性
向c／γは安定した動きを示そう。
5．　ライフ・サイクル仮説
　F．Modiglianiを中心とする消費・貯蓄の研究では，恒常所得仮説と同じく，
個人の消費計画は長期的な視点にたって決められるとみる。｛割すなわち，消費
はその人が全生涯にわたって受取ると期待される所得の総額一生涯所得一に依
存すると考え乱いま，貯蓄に対する利子はつかず，また遺産を残す必要のな
い個人の場合を取り上げよう。現在ま歳の人がw歳まで就業を続げ，τ歳で生
涯を終えるであろうと予想しているとする。この人の年々の期待労働所得y百
は一定で，それに今期の始めに資産をん一・だけ有しているとすれぱ，期待さ
れる生涯所得は，（w一ま）y色十ん一・になる。さらに，この期待生涯所得を毎年
一定額Cずつ消費に配分する計画を立てると仮定すれば，期待生涯消費は（τ
一ま）Cであり，
　　　　（τ一彦）C＝（1V一ま）y虐十ム＿ユ
の関係カ減り立つ。これより，今期彦における消費については
　　　　　　1V一ま　　　　1　　　　C＝＝　　　　γε十　　　　λ＝＿1　　　　　　T一ま　　　τ一τ
が求められる。ところが，将来の期待労働所得γ‘は観測不可能であるから，
これを現在の労働所得Kに置き換え，また係数を簡素化すると，ライフ・サ
（3）たとえば，Modigliani・Bmmberg（1954），Ando－Modig1三ani（1963）を参照。
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イクル仮説による消費関数は
　　（5）CFβ1K＋β・ん一・十θ1
のような形で表現できる。ただし，上式では誤差項を含めてある。
6．相対所得仮説（モジリアニ型消費関数）
　この仮説はF．Modigliani（1949）やJ．S．Duesenberry（1949）によつて
提唱されたもので，家計の消費行動は消費習慣の惰性とか周囲の人びとの消費
水準にも左右される点を重視する。この中，消費習慣の効果にかんし，遇去の
最高所得水準のもとで享受した生活レベルが現在の消費に影響を及ぽすと仮定
すれぱ，ひとつの定式化として，モジリアニ型消費関数
　　　　α　　　　　γrγ冊　　　　一一＝β1＋β2　　　　　　　　　　　β1＞0，β2〈O
　　　　ア＾　　　　　　γ工
が考えられる。すなわち，今期の所得（K）が遇去の最高所得γ肌を下回る
場合，家計はそれまでのレベルに近い消費生活を維持しようとして貯蓄率を下
げるから，消費性向（0．／γ圭）は高まる。反対に，今期の所得が過去の最高を
趨えると，高い所得水準に見合う消費習慣が形成されるまで，所得の伸びに対
して消費支出の増加に遅れが生じるため，消費性向は低くなるとみなすのであ
る。ところで，所得が毎年成長を続げている状況では，γ伽＝γ1一。（前期の所
得）が成立するから，これを上記の関係式に代入し，両辺にKをかけると，
　　（6）CFβ1γ1＋β・1乃十θ・
が導ける。ただし，∠巧＝K一γト。である。
1．ハウタッカー・テイラー型消費関数
　Houthakker　and　Taylor（1966）は習慣形成の考え方を発展させ，消費費
目別の需要方程式を計測するにあたり，次のようなモデルを仮定する。t4〕
（4）KuhandSch血alensee（1973）の第3章に，ハウタッカー・テイラー型消費関数
　についての簡潔な導出方法が示してある。
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　　　　CFαo＋α。Sト1＋α。γ＝
ここで，彦期の期首における手持ちのストックSエー。は，現在の消費決意に対
する過去の行動の影響を表すr状況変数」としての役割を担う。より具体的に
言うと，耐久消費財の場合には，Sl一・は手持ち耐久財の物的ストックを意味
する。すでに多くのストックを保有しているときには，新規購入の必要性は少
なくなるから，ストック係数α・はマイナスになろう。これに対し，非耐久消
費財およびサービスに．ついては，遇去からの消費習慣によって作り上げられた
心理的なストックをS二一・は表すと解釈すれぱよい。過去の習慣形成は現在の
消費を促す働きをもつから，α。の符号は今度の場合はプラスであろう。しか
しながら，このようなストヅクは観測が大変難Lい。そこで，操作可能な消費
関数を導くため，ストックは各期に一定率δだげ減価するという仮定を設け
ると，工一1期におけるストックの変化は
　　　　∫工＿1一＆＿2＝C工＿1一δ＆一雪
で与えられる。これより，ラグ演算子工を便って，工期の期首の手持ちストッ
クは
　　　　Sト。＝Cト・／［1一（1一δ）エコ
のように示せる。したがって，このSト・を最初のモデルに代入すると，
　　　　［1一（1一δ）ム］Cエ≡αoδ十α・α一・十［1一（1一δ）ムコα・y；
になるから，これを整理すれぱ
　　　　C工＝α。δ十（1一δ十α・）α一・十α・（K－K一・）十α1δγ1一・
という関係式が得られる。係数を簡単に書き換え誤差項を加えると，以上のハ
ウタヅカー・テイラー型消費関数は
　　（7）　C工＝βo＋β1α一1＋β2∠K＋β3乃一1＋θf
のように表現できる。この場合，短期の隈界消費性向はα・＝β。，所得ならびに
消費が定常状態となる長期の限界消費性向はα・δノ（δ一α・）＝β・／（1一β・）であ
る。
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n　わが国の消費関数の計測（その1）
　それでは，前節で説明した7つの消費関数が，目本の家計の消費行動を説明
するうえで・どれだげ妥当なものなのかどうかの検討を始めよう。㈲本節と次
節においては，各々の消費関数を日本経済のデータにもとづき推定し，その結
果の吟味を行う。ただし，それぞれの消費関数を相互に比較・対照させるため，
所得の概念はすべて可処分所得に，消費は消費支出に，また資産は純金融資産
（ないしは純貯蓄）保有高に統一して扱うことにする。屹〕したがって，以下の
分析ぱ1代表的な消費仮説それ自体の検証というより，むしろ各仮説から引き
出される関数型の妥当性を調べるものである点に留意されたい。
　まず，この節では，経済企画庁の「国民経済計算」におげる暦年データによ
って消費関数を捷定してみる。使用するデータは，家計消費支出，家計可処分
所得，家計部門の純金融資産（金融資産マイナス負債）であるが，いずれも家
計消費支出デフレーター（1975年＝100）で実質化し，さらに人口数で割った
ものである。つまり，1人当たりの実質値（単位は円）になおしてある。デー
タの利用可能な期聞は，新SNA方式に移行した1965年から1982年までである
が・金融資産と負債については，1969年以前のデータは公表されていない。
1．OLSによる計測結果
　第1表は・前節の（1）式～（7）式の消費関数を，r国民経済計算」デー
（5）以下の内容は，日本消費経済学会第9回犬会（昭和59年6月）における研究報告
　「消費関数の計量経済的分析」（この概要は会報第6号に掲載予定）の一部を，修正・
　補充Lたものである。
（6）本来，垣常所得仮説の消費には，耐久消費財に対する支出ではなく，それから享受
　しうる各年のサービスが計上される。また，流動資産仮説の資産とは，現金，預貯金
　などのとくに換金性の高い金融資産を意味する。さらに，ライフ・サイクル仮説にお
　ける所得は労働（非資産）所得であり，資産は実物資産を含む広義の意味合いをも
　つo
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第1表　消費関数の計測結果1（OLS）
73
消費関数 定数項 Y 山 ムー1 」y y－1 ?〜? sE F Dw 見
（1〕ケインズ型
49．88612，978〕O．74865（38．①η） o．988i6，244工，449．8O．618‡
桓常所碍（2〕　仮　説　型 O．54053（2，651〕O．33916（1，289〕 0．98119，038 827．8O．744‡計算不能
（3〕プラウン哩
59，679（3．2工2〕 O．38138（2，275〕O．46069（2I192〕 0．98814，953 676．1．529 1．946
　流動資産（4〕　仮　■説　型 工73．04716，308〕O．蝸336（lO．201〕 0．17809（7．7工2〕 O．9937，531 855．4王．811
　ライ7・サイ（5〕　クル仮説可一」 O．73572124，520〕 0．0711712，133〕 o．96816．022 369．2O．66榊
（6〕モン1」アニ型
o．794221106．75〕 O．25425（1，620〕 佃．982 lS，510 876．6O．524‡
　ハウタ’カー（7〕．テイラー型 19．5501o．843〕 0．84629｛3棚〕 ⑰．5昌531（3，485〕O．109昌2（O．597〕0，99112，921 605．6．958 I．工89
データ出所：経済企画庁「国民経済計算年報」（昭和57年版，昭和59年販）．同「経済要覧」（昭和56年販，昭和
　　　　59年版）
（注）ユ．捷定期閥はユ965年（ないしは1966牢）～ユ9畠2年。ただL，14〕式と帽〕式についてはデータ欠如のため1970
　　年～1982年o
　2，　出は自已相関を意味する。
タを用いて，通常最小2乗法（OLS）により推定した結果をまとめたものであ
る。推定式に現れる変数C，γλは，上述のとおり，家計部門にかんする1
人当たりの実質消費支出，実質可処分所得，実質純金融資産をそれぞれ表
す。また，各種の統計量を提示Lてあるが，R2は自由度修正済み決定係数，
SEは回帰標準誤差，Fはすべての説明変数の係数がゼロであるという帰無仮
説の検定統計量，DWは1階の自己相関を検定するためのダービン・ワトソ
ン比，ゐは同じくゐ統計量を意味する。｛ηそれに，説明変数の係数推定値の下
にある括弧内の数値は，ま検定統計量である。
　最初に，（1）式のケイソズ型消費関数をみると，隈界消費性向はおよそ
（7）ダービソ・ワトソン比の値は，説明変数として被説明変数のラグ付変数を含むとき
　には，2のほうに偏る煩向をもつので，かかる可能性のある消費関数型に対してはゐ
　統計量も計測する。ゐ統計量については，たとえば蓑谷（1983）の第8章を参照。
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O．75，可処分所得と定数項の双方とも有意で，五2の値も高いことがわかる。
しかし，年々の実績値と比べると，1966年～72年は一様に過小推定，1973年～
78年は遇大推定，そLて1979年～1982年は過小推定になっており，実際には推
定式の7イットの具合はよくない。これはSEの値が大きいことに反映され
ている。それに，誤差項に1階の正の自己相関が存在す乱
　次に，恒常所得仮説型（2）式によれぱ，短期の限界消費性向は約0－54，長
期の消費性向は大体0．82になる。だが，1期前の消費支出0一・にかんする左値
は小さく，この説明変数は有意とはいえない。さらに，∫五の値が高く，1966
年～73年については常に遇小推定，ユ974年～78年は遇大推定というように，
（2）式の関数型のあてはまりはやはりよくない。定数項を含まないこともあ
ってか，自己相関の問題も残る。帽〕
　以上の恒常所得仮説型に定数項を加えたブラウン型消費関数（3）式では，
短期の限界消費性向は0．38，長期のそれは0，71に近い値と捷測され乱説明変
数の可処分所得と1期前の消費支出はいずれも5％の水準で有意であり，定数
項も有意である。R2の値が高い反面，∫Eは特別に高い値とはいえず，年々
の推定式のフィットを調べると，一方的な偏りはみられない。それから，ダー
ピソ・ワトソソ比ならびにゐ統計量の両方からしても，誤差項の自己相関は
生じていない。このように，統計的にかなり良好な結果が出ており，わが国家
計の消費行動を説明するうえで，ブラウン型消費関数はかなり有力なものに思
える。
　さて，（4）式の流動資産仮説型の計測結果を眺めると，定数項，可処分所
得，期首の純金融資産ん・はどれも1％の水準で有意である。灰里は非常に
高い値を示す一方，∫亙の値は極めて小さく，推定式のあてはまりもよい。実
際の推定に利用できる観察数が13個と少なく，判定しにくい面もあるが，自己
相関ばないと理解してよいであろう。また，可処分所得にかんする限界消費性
（8）　Pindyck　and　Rubin｛eld（1981），P・158・をみよ。
540
　　　　　　　　　　　わが国における家計の消費行動　　　　　　　　　　75
向はおおよそO．46，それから消費支出に対する資産の効果は仮説の示唆どおり
プラスで，しかも0．18と大きいことがみてとれる。各種の統計量や年々のフィ
ットの具合など総合的に判断すると，この流動資産仮説型の消費関数が7つの
タイプの中では最も良好なようである。
　続いて，（4）式から定数項を除いた形のライフ・サイクル仮説型（5）式に
よると，説明変数のγとλ一。はともに有意である。ただし，（4）式の場合
と比較して，可処分所得の消費支出に対する影響が強く・逆に純金融資産の効
果は小さくなっている。それに，R2の値は低く・∫Eは高くなってい乱ま
た，各年の消費支出の推定値は連続的な過小推定・過大推定そして過小推定を
繰り返し，（5）式のあてはまりはよいとはいいにくい。
　さらに，（6）式のモジリアニ型消費関数については，可処分所得の変化分
∠γの係数は理論的にはマイナスであるが，計測結果ではプラスである。それ
ゆえ，所得の増加が消費性向を低下させるという説と矛盾する。しかし，ノγ
項のま値は小さく有意でない。推定武の年々の動きを調べると・1966年～72年
は過小推定，1973年～78年は過大推定，1979年～82年は過小推定という具合で，
フィットが悪くsEの値も高い。
　おわりに，ハウタッカー・テイラー型（7）式では，隈界消費性向は短期に
かんしてはほぼ0．59，長期については0．71と計測される。R里の値は高く，モ
デルの説明力は大きい。誤差項の自己相関も存在しない。ところが，1期前の
可処分所得γ一・の項と定数項は有意ではなく，（7）式が日本経済の消費動向
を説明するのに適切なものと解釈することは困難であろう。
2．GLSによる計測結果
　前項のOLSによる計測の結果から，（1），（2），（5），（6）式に正の自
己相関が存在するものと思える。誤差項に自己相関があると，通常最小2乗推
定量は最良推定量ではなくなる。また，誤差項の分散が過小捷定されるため・
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第2表　消費関数の計測結果2（GLS）
消費関数　定数項　γ　　0一・　λ一ユ　庄里　∫E　F　DW
（・）ケイソズ型（；鰯瀦2；　　　α・・・・・・・…λ・・…1
■（・）農悔所嘉　1；デ鍔ご1燭　　α・…乱…帆・・…d
（・）㍗レ篇垂　≡（撚雰　　11驚い・舳…1帆・1・・1・
データ出所＝第1表と同じ。
（注）捷定期聞は1966年（ないしは1967年）～I982年。ただし，伺式については1971年～ユ982年。
決定係数が大きめの値となるし，各係数の分散が過小推定されることからま検
定量も過大になる。表面上，統計的に好ましい結果が出てしまう危険性があ
乱そこで，自己相関の存在が間題となりそうな消費関数については，自己相
関を除去する手続を施したうえで，再度計測して結果を吟味する必要があろ
う。
　以下で採用する推定方法を簡単に述べておく。各々の消費関数に対して，は
じめに通常最小2乗推定式の残差を用い，1階の系列相関係数を推定す乱次
に，その消費関数の推定に使うデータXlをすべて，系列相関係数の推定値ρ
を利用して，Xチ＝Xl一ρXl一・のように変換する。帽コその後，以上の変換デー
タに通常最小2乗法を適用する。
　このような一般化最小2乗法（GLS），ないしはコクラン・オーカット2段
階法により，消費関数（ユ），（2），（5）式を計測した結果が第2表に示Lて
ある。I瑚
（9〕第1番目の観察値に対しては，X歪＝ノr二ρ21Xユという変換方法が提案されてい
　るが，第2表に現れるどの変数にかんしても，X歪は他のXサに比べ突出Lた値にな
　ってしまう。このため，X芋を除外することにした。
㈹　第1表をみれぱ，（6〕式のモジリアニ型消費関数でも自己相関が生じているようであ
　るが，（6）式は過去の最高所得（γm）が前期の所得（η一1）に等しいことを前提にす
　るものである。しかし変換データについては，この関係は成立Lないので，（6）式を
　GLS推定から除くことにした。
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　まず，ダービン・ワトソン比の値に注目すると，（2）式の場合には，自己
相関があるかどうかの結論は保留となるが，（1）式と（5）式の消費関数に
ついては，誤差項の自己相関は生じていない。自己相関の除去という点では，
ほぼうまくいっているようである。それに，GLS推定の場合の”は，OLS
に比較して，どの関数型でもかなり小さくなっており，モデルの説明力は下が
ることを指摘しうる。その反面，SEの値が低下し，各推定式の年々のフィッ
ト具合は改善されている。
　さらに，（1）式のケインズ型では，定数項が有意でたくたっている。（2）
式の垣常所得仮説型においては，C一ユ項の係数がマイナスと推定される。これ
は期待調整係数を1より小さいとする理論的な前提と矛盾する。ただし，C一。
にかんするま値は非常に小さく，有意な説明変数とはいえない。それから，（5）
式のライフ・サイクル仮説型の場合，OLS推定の結果と比べ，消費支出に対
する可処分所得の影響（γの係数推定値で示される）が少し小さくなる一方で，
資産効果（五一・の係数推定値）が大きくなっていることが観察できる。
皿　わが国の消費関数の計測（その2）
　前節においては，従来型の消費関数（1）式～（7）式をr国民経済計算」
の暦年データによって計測し，どのような仮説が日本経済の消費の動きを跡づ
げるうえで適当であるかどうかを検討した。次に，総理府統計局のr家計調
査」とr貯蓄動向調査」のデータにもとづけぱどうなるかを，簡単に調べてお
こう。
　消費および所得のデータとしては，r家計調査」における全国勤労者1世帯
当たりの年平均1か月の消費支出ならびに可処分所得を，それぞれ消費老物価
指数（1980年≡100）で実質化したものを使用する。また，資産のデータには，
r貯蓄動向調査」の年次別勤労者1世帯当たり純貯蓄（貯蓄マイナス負債）の
現在高を消費者物価指数で割った実質値を使うことにする。データの観察期問
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第3表　消費関数の計測結果3（OLS）
泊費関薮 定薮項 ア C一］ ん！ 」y γ一一
上o月一
∫互 F D呼 危
ωケイシズ型
24，815（5，931〕0．69428（44．脳〕 0．9922，806王、螂．6O．60脾
恒常所得（2〕仮説型 o．4407畠｛2，604〕O．螂612，036） 0－9794，473 η6．3o．脳ホ 一2．14岬
13〕プラウン型
22，958（5．n6〕 o．57棚（5，295〕0．15329（工．099〕 o，9922，棚 ，on．9 ．021‡ 2，675＊
、涜動資産／4」　　一　仮　説　穫 26，985（9，476〕O．6脇9f30，364） 0．O0789（4，532〕 o．9961，棚2，227．9工．35島
　ライ7・サイ（5〕　クル仮説型 O．73934／－s．646〕 O．O0512（1，165） o．9754，si8㈱．7o．207＊
　ハウタ・’力一ω．テイラー青≡
???????〕
O．819593．3昔1〕 0．㈱23（7，293）O．I292110，769〕O．9952，2221，棚、82．148計算不能
データ出所1総理府統計局「家計調査年報」（昭和57年），同「貯蓄動向調査報告」（昭和57年），経済企画庁
　　　　r経済要覧」（昭和59年販）
（注）1．推定期間は各式とも1965年～1982年鉋
　2．　ヰは自已相関を意味す私
は，前節の分析に合わせ1965年から1982年までとするが，今度は，資産にかん
するデータも全期問にわたり利用できる。
　上記のデータにもとづき，第皿節で取り上げた消費関数型を通常最小2乗法
（OLS）によって推定すると，第3表のような結果にたる。口1］ここで，変数C，
γλはおのおの，勤労者1世帯当たりの実質消費支出，実質可処分所得・
実質純貯蓄現在高を表し，単位はいずれも門である。それに，R里，s五などの
検定統計量の意味は，前節で説明したとおりである。
　第1表の結果と比較してみると，r家計調査」のデータをべ一スにした場合
も，r国民経済計算」の場合と大体似かよった結果になることがわかる。デー
㈹　「家計調査」における年平均の可処分所得は，各目値でみるかぎり，1965年から
　1982年まで毎年増カ日し続けている。ところが，実質値になおすと，1975年から76年，
　工978年から81年にかけて前年よりも減少している。このため，所得が各年プラスの成
　長を遂げることを前提とするモジリアニ型消費関数（6）式は，「家計調査」のデータと
　矛盾するので，計測から除外Lた。
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タの収集・加工の方法や，式によっては推定期間の長さに相違があることを考
慮に入れれば，第3表の結果は第1表のそれと極めて整合的といえよう。した
がって改めて，前節と同様の詳Lい説明を繰り返すことは避げるが・統計的に・
やはり流動資産仮説型の消費関数（4）式が最も良好である点は強調しておき
たい。（4）式の説明変数はどれも有意であるし，R雪の値は高くて推定式の説
明力は大きい。また，sEは小さく，その他の推定式に比ベフィットの具合も
よい。それから，誤差項に自己相関は生じていないと判断できるので，OLS
の推定結果は信頼に足るものとみなせる。
　しかしながら，前節のr国民経済計算」のデータを利用した場合の計測結果
と比較して，消費支出に対する資産の効果（ん、項の係数推定値の大きさで与
えられる）が小さくなっていることに気付こう。流動資産仮説型（4）式の
λ．・項の係数は，第1表ではO．17809であるが，第3表では0．00789と推定され，
またライフ・サイクル仮説型（5）式については，0．07117が0．00512に下がっ
ている。だが，この現象は推定期間の差異に加えて，データの単位の敢り方に
関係がある。たぜたらば，第3表の消費支出（および可処分所得）のデータは
年平均1か月の値で測ってあるため，年当たりの影響を知るには，係数の推定
値を12倍する必要があるからである。そうすると，（4）式の資産効果を示す
係数の推定値は0．09468，（5）式のそれはO．061似になり，第1表と比べて，
資産効果が大幅に弱く現れている訳でもないことがわかる。
　さらに，第3表の結果が第1表の場合と異なる点を挙げると，（3）式のブ
ラウソ型消費関数におげるC一。項の士検定量が小さく，説明変数0一。は有意
とはいえない。それに，ダービソ・ワトソソ比とゐ統計量の両方からして，
誤差項に1階の自己相関が存在する。ブラウソ型消費関数はr国民経済計算」
データにはよくあてはまったが，r家計調査」のデータを利用するときには，
余り好ましい結果を生まないようである。また，ライフ・サイクル仮説型（5）
式の五一。項も有意ではなくなっている。
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第4表　消費関数の計測結果4（GLS）
消費関数　定数項rγ　　C－1
　　　　　　　　一49691α7089・，「（・）ケイソズ型■（。．。。。）r（。㏄。。。）
i（・）鷺所嚢！
1一一
1α・・…1一・・・・…1
」（8・628）＝（一〇・測）≡
1f）二1ウン型1（搬）rl・511巻ご燭
1（・）れ篇孟1 O．735001
■（32・998）i
λ一ユ　左呈．∫E　F■Dw＝
1　　；
10．87512，167■ユ12．7ユ．856．
　　■　　i
0・94612．5261280・5．O・980；
；・・飢…；・・・・・・・…≡
0．0047111　■　i　■　；（・一…）■≡O・87811・9511116・3i1・8731
データ出所：第3表と同じ。
（注）擦定期間は各式とも1966年～1982年。
　さて，今回の計測においては，OLSを適用する場合，（1），（2），（3），
（5）式に正の自己相関が生じるように考えられる。そこで，前節の2．で説明
した手順にしたがい，一般化最小2乗法（GLS）によって再度推定を行うと，
第4表の結果を得る。ここで，（3）式のブラウン型にかんしては，説明変数
C一・の係数がマイナスで理論と矛盾する。だが，この変数は有意とはいえな
い。それから，ダービソ・ワトソン比はそれ程2に近づかず，自己相関の存在
が解消しているかどうかの結論は保留になる。他の（1），（2），（5）式につ
いての計測結果は，前節の第2表にほぼ対応するので再述は避げる。
1V　家計の消費行動の構造変化
　本稿のはじめにも述べたとおり，日本経済は第1次石油ショックによって多
大な影響を受け，家計の消費行動にもその前後で大きな変化が生じていると主
張されている。この節では，いままでに検討してきた各種の消費関数にもとづ
き，Chow（1960）やFisher（1970）によって提唱された構造変化の検定統計
量を求め，家計の消費行動に第1次石油ショックを境にして構造変化がみられ
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るかどうかを検証することにしよう。ω
　まず，Chow・Fisherの構造変化テストを実施するため，全体の観察期問
（1965年～1982年）を期間I（1965年～1973年）と期間皿（1974年～1982年）
の2つに分げる。もちろん，この区分は第1次石油ショックの勃発を基準にし
たものである。次に，通常最小2乗法の適用により，全体の期間，期問Iさら
に期聞I［の3つの異なる観察期聞について，各消費関数の推定を行う。固そし
て，定数項を含む説明変数の係数はどれも期間Iと皿の間で変わらない，とい
う帰無仮説を検定するため，それぞれの消費関数にかんし，ChOw－Fisherの
検定統計量
　　　　F＝［璃一（Σ肇十Σ肇）コ／［∂五一（砿十舳コ
　　　　　　　　　（Σθf＋Σθ孟）／（6尤十∂五）
を計算する。ここで，及2は各推定式の残差平方和，〃は自由度を示し，添
字のT，I，皿はそれぞれ，全体の期間，期問I，期間I［を意味する。おわり
に，以上で求めたF値が棄却域に属するかどうかにより，消費行動の構造変
化の可能性を判定するという手111貢を踏む。
　第5表の結果は，従来型の消費関数（1）式～（7）式のおのおのについて，
第皿節と第皿節で利用したr国民経済計算」データとr家計調査・貯蓄動向調
査」データにもとづき，上記の方法にしたがってChow－FisherのF検定統
計量を求めたものである。ただし，既述のとおり，r国民経済計算」では1965
年から1968年の金融資産データが欠如していること，また，r家計調査」の実
質可処分所得データはモジリアニ型消費関数の仮定を満たさないことのため，
⑫　目本経済におげる消費・貯蓄の構造変化の計量経済的検定は，採用する消費関数，
　データ、観察期間などの諸点で本節の分析と異なるが，新飯田（1981），武藤（1984〉
　で行われている。
⑫　しかし，本稿ではデータの都合上，年次データを使用しているので，構造変化テス
　トのため期間を分割すると，各期間の推定に利用Lうる観察値がごく少数になってし
　まう点に問題がある。
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第5表構造変化の検定結果
??
検定統計量（F値）
消　費　関　数 1国民経済i計　　算 家計・貯蓄動向調査
（1）ケイソズ型
??
　　　＝42，318・■　　　一
11．O03‡
（2）垣常所得仮説型 ■ τ・・ぺ 15，792‡
（3）プラウ：／型 ?? 　　　1・a057＊1 8，500＃
（4）流動資産仮説型
??
＿1　　一 2．619
（5）ライフ・サイクル仮説型 一
??
13，683＊
（6）モジリアニ型 ■ 1．496 一（・）ハウタッカー・テイラー型j 13，654＊12．320二
（注）1．期聞は1965年～1胴年．1974年～1982年に区分。
　　2．　＾は1％で有意o
検定統計量を計測できない個所もある。
　表の数値の中，＊印の付いているF値は，1％の有意水準で帰無仮説が棄
却されることを意味する。それゆえ，ケインズ型，恒常所得仮説型，ブラウソ
型，あるいはライフ・サイクル仮説型の消費関数を採用する場合には，どの係
数も2つの期問を通じ相等しい（パラメーターのシフトがない）という仮説は
棄却されるのである。言い換えると，以上の諸仮説によれぱ，わが国家計の消
費行動には第1次石油ショックの前後で溝造変化がみられるとの結論を導げ
る。
　ところが，流動資産仮説によって日本経済の消費の動きが説明できると解釈
する場合には，Chow－FisherのF検定量は2，619となり，すべての係数に変
化なしとの仮説は採択される。つまり，統計的にみて，消費行動に溝造的な変
化は生じていないことになる。この結果は，流動資産仮説型の消費関数が石油
ショックの有無にかかわらず，観察期間の全体を通じ平均的によくフィットし
ていることの反映と思われる。さらに，モジリアニ型とハウタッカー・テイラ
ー型に注目すると，やはり構造変化はみられたいという仮説が採択される。な
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ぜ，このような結論に到るかというと，これら2つの消費関数はともに有意で
はない説明変数を含み，日本経済への適用面ではモデルの構築上難点があるが，
期間Iと皿に対L，大差のない計測結果をもたらすためと推察される。
V　インフレーションと消費行動
　最近では，わが国の家計部門の消費行動を解明するには，イン7レーショソ
や消費者のイソフレ期待などの要因に考慮を払うことが不可欠であるとの考え
方が有力になっている。消費・貯蓄にかんする数多くの研究が，インフレ要因
を組み入れた形で展開されているのが特徴的である。ω
　イソフレーションが家計の消費支出に及ぼす影響は，理論的には二面性を有
する。ひとつには，インフレーションの進行とかインフレ期待の高まりがある
と，現在の消費支出が増加するという面が見出される。というのは，将来価格
の上昇が予想されるときには，現在の低い価格で購入Lておいた方が有利であ
る。とりわげ，長期問の保有が可能な耐久消費財に対して，以上のことが妥当
Lよう。それに，イソフレ期待が高まると，期待実質利子率の低下が起こるし，
一定の利子を約束する金融資産の期待実質収益率は下がる。このような事態も，
現在消費を促進させる効果をもつと思われる。すなわち，インフレーションに
よって，将来時点から現在時点への消費支出の代替が生じるのである。
　しかしながら，イソフレーションは現在の消費を減少させるという逆の面も
もつ。急遠にインフレが進む状況のもとでは，人びとの将来に対する期待は悪
化しよう。それゆえ，実質所得や実質金磁資産残高の低下を予想するようにな
り，将来に備えるため，むしろ現在の消費を抑え貯蓄を増やす行動をとると考
えられる。換言すれぱ，インフレが消費者心理を不安た状態に陥れることから，
消費決意が慎重なものに変わり，現在消費から将来消費（貯蓄）への代替が起
⑭　たとえば，豊田（1978），小峰（1980）の第3章，新飯田（1981），経済白書（1981．
　1982．1983）の消費支出にかんする計量分析の部分，武藤（1984）を参照。
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　　　　　　　　第6表　イソフレ要因の影響の計測（0LS）
〔1〕国民経済計算の場合
消費関薮 定数項 Y C一， 月一一 Cカ C声∫xγ ?? ∫E F 1W
65，l120，5醐4 O，29986 一2，407．0 o．9978，1301，536．21．48畠
16，418〕（5，522〕 （2，552） （一5，862〕
13〕プラウン型
52，849O．532420．30029 一0．00253O．9977，9501，606．81．529
（5．3工5〕 ｛5，752〕 〔2，615〕 一6．044
143，9990．5撒4 0．13328一i，035．7 o，9956，385 794．9 1．655
　流動資産（4〕　仮　説　型 （5，805〕（10，580〕 14，735〕1一五216〕
141，861o．54472 O．i3224 一0．0010SO．9956，412 棚、2 1．653
（5，185〕（lO．156〕 （4，603） （’2．189
備考：データ出所，計測にかかわる（注）については第1表を参照。
〔2〕家計調査・貯蓄動向調査の場合
23，658O．59092①．15560 一420．28 0．9971，7741，胴．7 0．919
｛8，274〕 （8，529〕 （1，645〕 （一4．801
13〕プラウン型
21，3840．60046O．15348 一0．O01460．9971，7551，710，60．914
｛7，522〕 18．τ47〕 ｛1．丘40） （一4．885
26，539O．65156 0．00487一264．13 0．9971，5島6 2，096．8ユ．181
　　流動資産14〕　、　　仮　説　型 （ll．039〕 （29．95δ （2，630）（一2．舳〕
25，0600．65759 0．00478 一〇．oo093o．9971，5島O 2，112．21．1η
（10．05王〕 128．516 （2，569〕 （一2．703
　傭考：データ出所，計測こかかわる（注）については第3表を参照。
こるのであ乱石油ショック後のわが国において，従来の消費仮説が教えると
ころと反対に，実質所得が伸びないのにもかかわらず貯蓄率が上昇（消費性向
が下落）した現象は，このようなイソフレの第2の局面が顕著に現れたとの解
釈により説明がつこう。
　要するに，イソ7レーショソは家計の消費行動に対して，現在消費を促す作
用を発揮する反面では，それを抑制させる働きもする。ゆえに，イソフレ効果
を理論的に断定することはできない。そこで，実際，イソフレーショソが消費
支出にどんな影響を与えるかを，計量的に調べてみることにする。
　第6表は，ブラウソ型および流動資産仮説型の消費関数の説明変数に，イソ
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フレ要因を追加し，通常最小2乗法（OLS）で計測Lた結果をまとめたもので
ある。インフレ要因としては，消費考物価上昇率（C灯単位は％），ならびに
消費者物価上昇率と実質可処分所得の積（C戸∫xγ）の2通りを考えてみた。㈲
その他，変数や統計量の意味，計測に使用したデータなどは，第1表ないLは
第3表のものと同じである。
　計測結果からすると，インフレ要困はどの推定式においても有意で，その係
数の推定値はいずれもマイナスになっていることカミわかる。インフレーツヨン
（あるいはイソフレ期待）が家計の消費行動を説明するうえで重要な変数であ
り，しかも，イソフレ率の上昇は人びとの将来に対する不安感を募り，消費支
出を減少させる傾向にあることが示唆されるのである。それに，以前のイソフ
レ要因を含まない場合と比較し，第6表のすべての推定式において，R2の値
は高くたり∫亙の値が低くなっていることを指摘できる。イソフレ要因の導
入によって，推定式の説明力が若干高まり，あてはまり具合にも改善がみられ
るようである。だが，全般的にダービン・ワトソン比は下がり，正の自己相関
が持ち込まれる傾向もある。
　さらに，ブラウン型の場合のほうが，流動資産仮説型に比べて，インフレの
消費支出に対する影響（インフレ変数の係数推定値で示される）が強く現れて
いることに気付こう。この結果は，後者の消費関数におげる実質金融資産（貯
蓄）の項が，一部，イソ7レ要困の役割を果たしているからかもしれない。見
方を変えれぱ，第皿，皿節において，わが国の家計の消費行動を説明するのに
流動資産仮説型消費関数が最も適当であるとの結論に到ったのは，明示的でな
いにせよ，資産変数としてイソフレ要因を組み込んでいるためとも考えられる。
蝸　なお，1期前の消費者物価上昇率についても計測を試みたが，イソフレ要因にラグ
　を付けない方が統計的に良好な結果が得られる。
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お　わ　り　に
　以上，本稿においては，従来から提唱されてきた代表的な消費関数仮説に依
拠Lながら，とくに1965年以降のわが国家計の消費行動はどのように説明でき
るかという問題を検討Lてみた。様々な消費関数型の推定，各消費関数の日本
経済への適用性の可否，消費構造の変化にかんする検定，インフレーションの
消費行動に与える影響の把握など，計量経済学的な分析を中心にした考察を通
じ，どの考え方がわが国の消費・貯蓄の特質を解明するうえで有効か，ある程
度の理解を得ることができたと思う。
　だからといって，本稿の分析が十分満足の行くものであるというつもりはな
い。ここでの分析は文字通りマクロ・レベルのもので，家計部門の総消費支出
をもっぱら考察の対象とした。家計の消費行動をより明らかにするためには，
耐久財・非耐久財・サービスなど，消費の構成内容に及ぶ立ち入った究明が不
可欠であることはいうまでもない。また，家計の資産選択行動は消費決意と密
接な関係にあり，この面の分析も必要である。それから，イソフレ下の消費行
動の研究については，インフレ期待という消費考の心理的要因をどう捉えたら
よいかとか，インフレ要因を組み込み，しかも理論的に納得できる消費モデル
を構築するにはどうしたらよいかなど，多くの課題が残されているのが現状で
ある。これらの点は，また別の機会に検討したい。
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